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１．現状認識
、 。ﾋｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ現象とは 都心部の気温が郊外に比べて島状に高くなる現象である

２０世紀中に、地球の平均気温は約 ℃上昇しているのに対し、日本の平均気0.6

温は約１℃上昇している。他方、日本の大都市の気温は２～３℃上昇しており、
地球の温暖化の傾向に比べても、ﾋｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ現象による影響が大きいことが分か

(図１参照)る。
その原因としては、①空調ｼｽﾃﾑ、電気機器、自動車などの人工排熱の増加、②

緑地、水面の減少と建築物・舗装面の増大による地表面の人工化が挙げられる。
（図２参照）

ﾋｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ現象の影響として、夏季には、熱帯夜の増加や昼間の高温化とそれ
に伴う熱中症の増加や光化学ｵｷｼﾀﾞﾝﾄ生成の助長、また冬季には、都市域の高温
化により発生する上昇気流が逆転層に遮られて生じる混合層(ﾀﾞｽﾄ･ﾄﾞｰﾑ)の形成
が指摘されている。これらは、都市特有の「熱大気汚染」と言える。

２．検討の経緯
ﾋｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ対策を進めるに当たっては、関係する府省が多いことから、その役

割分担を明確にするとともに、各種対策が相互に連携し、体系立って実施する必
要がある。このため、平成 年３月に閣議決定された「規制改革推進３か年計14

画（改定 」の中で、①関係各省からなる総合対策会議を設置するなど総合的な）
推進体制を構築する、②ﾋｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ現象の解消対策に係る大綱の策定について検
討し結論を出す等が定められた。これを受けて、同年９月、ﾋｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ対策関係
府省連絡会議が設置され、大綱の策定について検討を開始した。更にﾋｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ
対策に係る大綱を策定すべきである旨、平成 年 月 日付け「規制改革の14 12 12

推進に関する第２次答申」で指摘されている。また、本日 「規制改革推進３か、
年計画（再改定 」において、その旨、閣議決定された。）
関係府省連絡会議では、発足以来、関係府省の施策の取りまとめを行うととも

に、①学識経験者、②産業界、③地方公共団体からﾋｱﾘﾝｸﾞを行い、検討を続けた
。その結果、次の３．の基本的考え方に基づいて、ﾋｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ対策(別添資料参照)

大綱(仮称)を策定すべきであるとの結論に至った。

３．大綱(仮称)策定の基本的考え方
①ﾋｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ現象は、長期間に渡って累積してきた都市化全体と深く結びついて
いるため、その対策も長期的なものとならざるを得ない。長期的な取組を進めて
いく上では、最新の科学的知見や技術の進展に合わせて、柔軟に見直しを行い段
階的に対策を強化していくことが合理的である。また、地球温暖化対策等関連分
野の施策との連携を図る。



②ﾋｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ対策の主な柱として、ｱ)人工排熱の低減、ｲ)地表面被覆の改善、ｳ)
都市形態の改善の三つがあげられる。
その際、都市全体の排熱のあり方を含めた「熱管理」の視点が重要である。
ｱ)人工排熱の低減
空調ｼｽﾃﾑ、電気機器、自動車などの人間活動から排出される人工排熱を削減

するため、当該ｴﾈﾙｷﾞｰ消費機器等の高効率化、建築物について、断熱性の向上
や緑化、未利用ｴﾈﾙｷﾞｰ･自然ｴﾈﾙｷﾞｰの利用といった対策の導入を促進する必要
がある。
ｲ)地表面被覆の改善
建築物やｱｽﾌｧﾙﾄ舗装などによって地表面が覆われることによる蒸発散作用の

減少や地表面の高温化を防ぐため、公園・緑地の整備、街路空間の緑化等によ
る緑の確保、屋上・壁面緑化、水面の確保などの対策の導入を促進することが
重要である。
ｳ)都市形態の改善
緑地や水面からの風の通り道を確保する観点から、例えば都市内における緑

化、水面等のｵｰﾌﾟﾝｽﾍﾟｰｽのﾈｯﾄﾜｰｸ化や建築物及び市街地の形状への配慮等、都
市政策における対応等について検討する。また、地方公共団体との連携の下、
都市における緑地の確保を図る必要がある。

③調査研究の推進
ﾋｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ対策の更なる推進のため、因果関係の解明や現象のメカニズム、さ

らにはその影響の評価に関する調査研究を一層推進する。また、様々な対策を講
じた場合の効果に関する評価手法を検討する。その際、関係機関間での調査研究
に係る連携を重視する。さらに、地方公共団体においてその地理的特性等を踏ま
えた効果的な対策が推進されるよう、大気熱環境に関するﾃﾞｰﾀの地図化、個別の
対策効果を評価するための数値予測ﾓﾃﾞﾙなど、地方公共団体が自ら行えるような
簡易な手法を開発するなどの支援を図る必要がある。

④地方公共団体との連携
ﾋｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ現象は、地域性の強い問題である。また、東京都、大阪府において

対策推進のための会議が設置されるなど、取組が進められつつある。このため国
における施策の推進に当たっては、関係地方公共団体との十分な連携を図る。

４．関係府省連絡会議の構成の見直し
策定に当たって、連絡会議の構成員の拡大を検討する。また、これと併せて、

現在課室長級となっている関係府省連絡会議の構成員の見直しを検討する。

５．作業日程
ﾋｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ対策大綱(仮称)を、平成 年度中に策定する。策定作業にあたって15

は、一般からの意見を聴取する機会を設ける。



１００年当たりの上昇量（℃／１００年）

地 点 平 均 気 温

（年） （１月） （８月）

札 幌 ＋２．３ ＋３．０ ＋１．５

仙 台 ＋２．３ ＋３．５ ＋０．６

東 京 ＋３．０ ＋３．８ ＋２．６

名古屋 ＋２．６ ＋３．６ ＋１．９

京 都 ＋２．５ ＋３．２ ＋２．３

福 岡 ＋２．５ ＋１．９ ＋２．１

大都市平均 ＋２．５ ＋３．２ ＋１．８

中小規模の都市平均 ＋１．０ ＋１．５ ＋１．１

図１ 日本の大都市の平均気温（出典：気象庁）

図２ 東京２３区 日平均顕熱状況（出典：環境省）
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